
第六次 島本町行財政改革プラン進捗状況

（令和元年度実績・令和２年度予定）

令和２年９月





●　令和元年度の主な成果と令和２年度の主な予定

●　財 政 効 果 額 に つ い て

【令和元年度中の主な財政効果額（千円未満は四捨五入）】

1 ⑷ 1

1 ⑸ 1

1 ⑹ 1

1 ⑺ ②

2 ⑵ ①

2 ⑵ ②

2 ⑵ ③

2 ⑹ ①

2 ⑹ ②

項目番号 推進項目 区分 効果額（千円） 備考

令和元年度の主な成果 令和２年度の主な予定

・障害者地域生活支援拠点等施設を整備（H31.4）

・個人給付などの見直し（障害者・難病者福祉金、水道料金助成の廃止

　（R1.12）、ひとり親家庭等児童福祉金の見直し（R2.4）など）

・公募型公益活動支援事業補助金を創設（R2年度事業の募集）

・町広報番組「しまもとプラザ」の終了（R2.3）

・上下水道料金について、ＬＩＮＥＰａｙを導入（H31.4）

・公共下水道事業の企業会計への移行（H31.4）

・地域包括支援センターの民間委託（R2.4）

・自治体クラウドの導入

・戸籍・住民票の写し・税関係証明書のスマートフォンを利用した「オンライン手続き

　サービス」の開始

・「ＬＩＮＥ」の町公式アカウントの運用開始（R2.4）

・第二幼稚園跡地に民間認定こども園を整備

・小中学校・第一幼稚園の長寿命化計画の策定

・会議録作成支援システムの導入

　「歳出削減」の効果額は、令和元年度に新たに生じた削減額について、見直し前と見直し後の事業費の差額（減額分）で算出しています。

　「財源確保」の効果額は、本プラン策定前からの継続的な取組による単年度の歳入額についても計上しています（【継続】と表記。）。

やまぶき園（障害者地域生活支援拠点等施設の整備） 歳出削減 8,531
H30=やまぶき園に対する指定管理料19,083千円

R1=拠点施設への各種補助等　10,552千円　効果額=H30とR1の差額

補助金の検証・見直し 歳出削減 3,368 住民委員会、障害者短期入所事業に係る送迎費用助成などの歳出減の総額

個人給付の見直し 歳出削減 3,715
H30⇒R1の水道料金助成、障害者・難病者福祉金の歳出減の総額

R1.12末に廃止となったため、R2以降歳出は０円。

ふるさと納税の充実【継続】 財源確保 4,823 町内事業者応援型148件、クラウドファンディング型34件

イベント事業評価 歳出削減 1,678
イベントの見直し・効率化などによる削減額。（福祉大会を町事業から社会福祉協議会事業へ変

更したことに伴う減額）

広報媒体などを活用した収入の確保【継続】 財源確保 719 ホームページ・広報誌、庁舎案内板等への広告掲載に係る広告収入

子育て支援協力金の取組【継続】 財源確保 3,240 開発事業者からの寄附収入（２件）

遊休地などの売却【継続】 財源確保 565 町有地の売却収入（1か所）

合　　計 30,003 －

遊休地などの貸付【継続】 財源確保 3,364 町有地の貸付収入（12か所）
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具 体 的 推 進 項 目 の 進 捗 状 況 に つ い て

１　行政経営の視点による事業の推進

　(1)　民間活力の活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　指定管理者制度導入に適した
公共施設を抽出するための点
検・評価方法等について、他市
町村等の取組を中心に情報収集
を行った。

　指定管理者制度導入に適した公共施設を抽出
するための点検・評価方法等について、他市町
村等の取組を中心に情報収集を行った。

　引き続き、他市町村等の取組を踏まえた検討
を進める。

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

実績 検討 検討 完了（委託実施）

進捗
状況

　委託に向けて、本町の地域包
括支援センターの運営に関する
方針を策定するとともに、地域
包括支援センターが担うべき業
務内容や委託の仕様について検
討を進めた。

　委託の仕様や事業者の募集要項を作成し、公
募による選定を実施したうえで、委託事業者を
決定した。また、選定された事業者と契約を締
結し、令和2年4月1日からの委託による業務開
始に向け、引継ぎなどを行った。

　令和2年4月1日から委託による島本町地域
包括支援センターの運営を開始した。

計画 検討 ⇒ ⇒ 実施 ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　他市町村での保育所給食業務
について、民間委託状況や委託
内容等の情報収集を行った。

　他市町村での保育所給食業務や、自治体から
委託を受け事業を行っている業者から情報収集
し、本町での委託内容について精査を進めた。

　他市町村での保育所給食業務について、引き
続き情報収集を行うとともに、本町での委託内
容を精査する。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討

進捗
状況

－ － －

子育て支援課

庁内全課④

③

②

①

保育所給食
業務の一部
民間委託

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

指定管理者
制度等の導
入に向けた
検討

  各公共施設の管理運営の
あり方について改めて点
検・評価を行い、指定管理
者制度や業務委託により
サービス向上や効率的な運
営が見込まれる施設につい
ては、導入に向けた検討・
準備を進めます。

地域包括支
援センター
の民間委託

　高齢者の総合相談窓口の
さらなる機能強化を目的と
して、開設日や相談時間の
拡充等が可能となるよう、
民間委託での事業実施に向
けて検討・準備を進めま
す。

施設所管課
政策企画課

いきいき健康課

　業務の効率化及びサービ
スの向上を目的とし、他団
体の事例研究を行い、保育
所給食業務の一部について
民間委託を進めます。

その他の取
組

　その他、民間で行うこと
が可能であり、かつ効率
的・効果的にサービスを提
供できる業務について検討
を行い、民間活力の活用を
図ります。
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　(2)　広域連携の推進

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 一部実施 検討 検討

進捗
状況

　観光分野における連携・協力
の取組を進めるため、平成31年
２月に高槻市と「観光振興に関
する連携協定」を締結した。
　ごみ処理については、ごみ処
理広域化北大阪ブロック会議な
どに参加し、広域的なごみ処理
など、各種課題について検討し
た。
　消防については、災害時にお
ける高槻市消防本部との相互応
援協定の内容で、境界付近での
協力体制の強化を継続して行っ
た。

　高槻市に広域連携の更なる推進に向け、行政
の様々な分野において意見交換をおこなってい
きたい旨の申し出を行った。
　ごみ処理について、一般廃棄物に係る情報交
換会などに参加し、広域的なごみ処理など、各
種課題について検討を進めた。
　消防については、災害時における高槻市消防
本部との相互応援協定の内容で、境界付近での
協力体制の強化を継続して行った。

　ごみ処理について、一般廃棄物に係る情報交
換会などに参加し、広域的なごみ処理など、各
種課題について検討する。
　消防について、引き続き、相互応援協定の協
力体制の強化を継続し、さらに広域連携に向け
て検討・調整を行う。
　他の分野においても、本町が抱える課題を踏
まえ、広域連携の推進に努める。

　(3)　ＩＣＴ（情報通信技術）の活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒
実績 検討 検討 完了予定（自治体クラウド導入）

進捗
状況

　令和３年１月からの導入に向
け、事務担当者説明会等を実施
し、各課へ周知を図るととも
に、自治体クラウド導入後のシ
ステムの仕様及び導入経費等に
係る情報収集を行った。

　令和３年１月から自治体クラウドを導入する
旨を決定した。

　４月からシステムの移行作業を開始し、令和
３年３月２９日から自治体クラウドを利用した
運用を開始する。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 実施

進捗
状況

　先行自治体の導入状況等の調
査研究を行い、平成２９年度以
降庁内の関係部署を交えて検討
を行った結果、費用やマイナン
バーカードの普及率を勘案し、
現時点でのコンビニ交付サービ
スの導入を見送ることとし、住
民票の予約受取サービスの導入
を検討することとした。

　国において実施されるマイナポイント事業な
どの実施に向けて、マイナンバーカード交付円
滑化計画、マイキーＩＤ設定支援計画を策定
し、マイナンバーカードの普及に対応するため
の窓口整備に向けて検討を進めた。

　戸籍・住民票・税等の証明書交付について、
スマートフォンを利用して申請や手数料決済を
行う「オンライン手続きサービス」の情報収集
を行い、導入に向けた事務を進める。
　なお、コンビニ交付サービスの導入を見送る
際の代替案として検討を進めていた住民票の予
約受取サービスについて、８月から運用を開始
した。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　効果的な情報発信を図るた
め、ホームページのリニューア
ル（スマートフォン対応等）を
実施した。

　ホームページの「災害モード」や「災害情報
ツイッター」の運用を開始した。

　「LINE」の町公式アカウントの運用を開始
し、イベントやまちづくり等の情報発信を行っ
た。
　LINEによるアンケート（住民ニーズ調査）
を試行的に実施したほか、LINEによる道路破
損箇所等の通報制度も開始した。

その他の取
組

　その他、ＩＣＴの活用に
よる業務の効率化や住民
サービスの向上に努めま
す。

③ 庁内全課

自治体クラ
ウドの導入

　既存システムの更新時期
等を踏まえ、自治体クラウ
ドの導入に向けた検討・準
備を進めます。

担当課

総務・債権管理
課
システム所管課

②

年　度　計　画

①

マイナン
バー制度を
活用した取
組

　住民サービスの向上や業
務の効率化を目的に、マイ
ナンバー制度を活用した行
政サービスの提供を検討し
ます。
  また、住民票等のコンビ
ニ交付の導入の要否につい
ても検討します。

項目
番号

政策企画課
業務所管課

担当課

政策企画課
環境課
管理課
庁内全課

項目
番号

広域連携の
推進

  ごみ処理・消防などの広
域連携に向けて、検討・調
整を行います。
  その他、地方自治法に基
づかない緩やかな連携も含
めて、広域連携の推進に取
り組みます。

推進項目 実施内容

①

年　度　計　画
推進項目 実施内容
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　(4)　公共施設の適正管理

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 完了（拠点施設開設）

進捗
状況

　平成３１年３月に「障害者地
域生活支援拠点等施設」を民設
民営で整備し、町立やまぶき園
は3月末で廃止した。町では整備
費補助金を創設し、整備費の一
部を補助した。

　平成３１年４月に、「障害者地域生活支援拠
点等施設」が開設された。
　運営事業者と連携しながら、町内の障害者や
その家族の地域生活の支援に努めた。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施（解体設計、事業者公募） 実施（解体完了、整備工事開始） 完了予定（こども園整備予定）

進捗
状況

　解体設計後に工事業者と契約
締結し、解体工事の準備を行っ
た。
　解体後に民間認定こども園を
整備するため、整備・運営事業
者の公募を行った。

　旧園舎の解体工事を実施した。
　また、民間認定こども園の整備・運営事業者
を選定し、当該事業者により整備工事が開始さ
れた。

　令和元年度に引き続き、整備・運営事業者に
より整備が進められ、令和２年１２月に開園す
る予定である。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 一部実施 一部実施

進捗
状況

　平成３０年度は、近隣でのツ
キノワグマの目撃情報があった
ため、開設をしなかった。
　島本町立キヤンプ場設置条例
を廃止する条例が議決され、平
成３１年４月１日から施行し
た。
　跡地の所管はにぎわい創造課
に移管した。

　令和２年度予算において、旧町立キャンプ場
撤去工事設計業務の予算を計上した。

　旧町立キャンプ場撤去工事設計業務の予算を
確保したが、新型コロナウィルス感染症対策の
財源確保のため、減額補正を行った。次年度以
降に改めて予算を確保し、施設の除去に向けて
事務を進める。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　島本町公共施設総合管理計画
に基づき、教育センターの今後
の在り方の検討を進めた。

　島本町公共施設総合管理計画に基づき、教育
センターの今後の在り方の検討を進めた。

　引き続き、島本町公共施設総合管理計画に基
づき、教育センターの今後の在り方の検討を進
める。

計画 検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒

実績 検討 検討 完了予定（計画策定）

進捗
状況

　令和２年度の策定に向け、他
市の状況や策定方法について情
報を収集し、検討を進めた。

　令和２年度の策定に向け、事務を進めた。 　令和２年度中に小中学校、第一幼稚園の長寿
命化計画を策定予定。

④

小中学校・
第一幼稚園
(長寿命化
計画の策
定)

町立キャン
プ場
(閉鎖に向
けた取組)

　施設の安全対策や立地条
件に起因する緊急時の対
応、さらには費用対効果の
面から、関係部署と具体的
な調整・協議を進め、平成
30年度をもって最終の開
設とするよう、取り組みま
す。

③

教育セン
ター
(他施設へ
の統合検
討)

　施設が老朽化しているこ
とに加え、耐震基準を満た
していないことから、セン
ター機能の他施設への統合
について検討します。

にぎわい創造課
生涯学習課

教育総務課
教育推進課

教育総務課
子育て支援課

　開発等に伴う今後の児童
生徒数の推移を見込み、教
室数等を精査した上で、平
成32年度に長寿命化計画
を策定します。

⑤

やまぶき園
(障害者地
域生活支援
拠点等施設
の整備)

   町立やまぶき園の施設の
老朽化等に対応するため、
通所サービス・短期入所・
相談支援等の機能を併せ持
ち、町内の障害者や家族の
地域生活を支える「地域生
活支援拠点等施設」を、民
設民営方式により整備しま
す。

②

①

第二幼稚園
(閉園後の
跡地整備)

　平成30年度に施設解体
に係る設計を行うととも
に、跡地に整備する民間認
定こども園の整備・運営事
業者を募集します。また、
平成31年度に施設解体工
事及び認定こども園の施設
整備を行います。

福祉推進課

子育て支援課

項目
番号

年　度　計　画
推進項目 実施内容 担当課
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 一部実施 一部実施 一部実施

進捗
状況

　長寿命化計画に基づき、改修
や修繕等を実施した。
　平成３０年度は、御茶屋住宅
の外壁改修の設計業務委託を
行った。

　長寿命化計画に基づき、改修や修繕等を実施
した。
　令和元年度は、御茶屋住宅の外壁改修等工事
を実施した。

　長寿命化計画に基づき、改修や修繕等を適宜
実施する。
　令和2年度は、御茶屋住宅の居住性の向上を
目的に浴室改修工事等を予定している。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

－

　公共施設適正化調整会議を開催し、施設所管
課で「公共施設総合管理計画」の進捗状況につ
いて、情報共有した。

　公共施設総合管理計画の中間点検を実施予
定。

　(5)　個人給付などの見直し

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４
計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 検討

進捗
状況

　「個人給付等の見直し方針」
に基づき、障害者福祉金、難病
者福祉金及び水道料金助成の廃
止（Ｒ２.１施行）並びにひとり
親家庭児童等福祉金の見直し
（Ｒ２.４施行）を行い、条例改
廃等を実施した。

・障害者・難病者福祉金・水道料金助成をR1
年12月末で廃止
・ひとり親家庭等児童福祉金はR2年4月から単
価・対象者を見直し
・就学援助制度認定基準の見直しを行い、R2
年度小学校入学準備金の支給から新基準を適用
・幼児教育・保育の無償化の開始に伴い、私立
幼稚園在籍者（新制度未移行）に対する補助を
廃止

　引き続き「個人給付等の見直し方針」に沿っ
て、見直しを進めていく。

　(6)　補助金の見直し

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４
計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　「補助金の適正運用に関する
指針」に基づき、町からの補助
金を定期的に検証することと
し、平成３０年度においては、
３０事業の評価を実施した。

●評価後の方針
廃止４件、見直し２６件

　令和元年度は３９事業の評価を実施

●評価後の方針
廃止３件、見直２４件、継続１２件

　引き続き、補助金の評価を進め、評価結果を
公表するとともに、見直しを進める。

①

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

補助金の検
証・見直し

　「補助金の適正運用に関
する指針」を策定し、定期
的に補助金の検証・見直し
を行います。

政策企画課
補助金所管課

①

推進項目 実施内容 担当課

個人給付な
どの見直し

　町独自の給付金や各種事
業について、廃止を含めた
見直しを行うとともに、時
代の変化や住民ニーズに対
応した新たな事業への転換
等を検討します。 福祉推進課

いきいき健康課
教育総務課
子育て支援課

その他の取
組

 その他、「島本町公共施
設総合管理計画」に基づ
き、保有量の圧縮、多機能
化、長寿命化、管理運営の
効率化など、施設全体の適
正管理に努めます。

施設所管課
政策企画課

⑦

項目
番号

年　度　計　画

推進項目 実施内容 担当課
項目
番号

年　度　計　画

⑥

町営住宅
（管理のあ
り方検討）

　島本町営住宅長寿命化計
画に基づく、長寿命化型の
改善事業の実施に取り組
み、施設の予防保全に努め
ます。また、施設管理につ
いて、指定管理者など民間
活力の活用を検討します。

都市計画課

年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 実施（制度創設） 完了（制度運用開始）

進捗
状況

　新たな公募型公益活動補助制
度の創設のため、他市町村での
事例について調査・研究を進め
た。

　様々な地域課題に対して住民等が自主的かつ
自発的に行う公益活動に対し、町が補助金を交
付する「公募型公益活動支援事業補助金」を創
設し、R2年度実施予定事業の公募・審査を
行った。（にぎわい創造事業補助金は同制度と
統合、R1年度末で終了）

　公募型公益活動支援事業補助金の交付事業を
開始した。令和２年度は新型コロナウイルスの
影響による事業の実施状況等を鑑み、適宜制度
の見直し等を行う。

　(7)　事務事業の見直しと行政評価の活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　平成３１年度から開始される
町単独の４事業について、事業
の終期と効果指標を設定した。
３年後に評価し、継続の要否を
判断する。

　令和２年度から開始される町単独の２事業に
ついて、事業の終期と効果指標を設定した。３
年後に評価し、継続の要否を判断する。

　引き続き、町単独の新規事業について、終期
と効果指標を設定するとともに、効果指標を設
定した事業を適切に進捗管理していく。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　各イベントの効果検証を行
い、取組実績を公表し、整理・
効率化を進めた。
　平成３０年度において、１事
業が終了となり、２事業を１つ
に統合することとした。

【削減額】　6,227,549円

　各イベントの効果検証を行った。

【削減額】
　　1,677,553円

　H28年度の当初評価以降、毎年見直しの進
捗状況を確認・公表し、一定の整理・効率化を
達成したことから、毎年の進捗確認は終了。今
後も、個別イベントの効率化・見直し等の検討
は必要に応じ行っていく。

＜H28評価以降のイベントの状況＞
廃止・終了　4件
統合　2件
その他、各事業で利用者増加、経費節減、職員
負担軽減等の見直し・改善を実施

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　庁内で策定されている計画等
について、各課に照会し、全体
像の把握に努めるとともに、庁
内での情報共有を図った。
　また、平成３０年度末に更新
期限を迎える２つの計画につい
て、方針への転換を実施した。

－

　各計画等について、見直し・検討を進める。

③

計画策定事
務の見直し

　各種計画について、位置
づけや必要性、業務量・コ
スト等を検証し、他計画と
の統合、廃止、方針・指針
等への転換、策定事務の簡
素化などの見直しを検討し
ます。

計画所管課
政策企画課

②

イベント事
業評価

　平成28年度から実施し
ているイベント事業評価に
ついて、引き続き各イベン
トの効果検証及び公表を行
い、整理・効率化等の見直
しを進めます。

事業所管課
政策企画課

①

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

事業終期
(見直し期
間)の設定

　町独自に行う新規事業に
ついて、原則として事業終
期(見直し期間)を設定し、
期間内での効率的・効果的
な運営に努め、事業効果の
検証を行い、継続の要否を
判断します。

事業所管課
政策企画課

推進項目 実施内容 担当課
項目
番号

年　度　計　画

②

新たな公募
型公益活動
補助制度の
創設

　より効果的な補助制度の
運用を図るため、新たな公
募型公益活動補助制度の創
設について、にぎわい創造
補助金との統合も含めて検
討します。

ｺﾐｭﾆﾃｨ推進課
にぎわい創造課
生涯学習課

年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 実施 実施

進捗
状況

　庁内で実施されている会議に
ついて、各課に照会し、全体像
の把握に努めた。

・委員数見直し（都市計画審議会）
・会議の効率化（会議録作成事務の効率化のた
め、会議録作成支援システム導入に向けた検討
を実施）
・会議賄い廃止（会議での飲料提供をR2年度
から原則廃止する方針を決定、一部会議では
R1年度途中から廃止）

・会議録作成支援システムを導入（事務負担軽
減）
・会議賄いを原則廃止（飲料提供をやめ、マイ
ボトル等の持参を呼びかけ）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　庁内で実施されている相談事
業について、各課に照会し、全
体像の把握に努めた。

－

　各相談事業について、整理・統合等の検討を
進める。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　国からの情報提供や他市町村
の取組等を研究した。

　国からの情報提供や他市町村の取組等を研究
した。

　引き続き検討する。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 完了（広報番組終了）

進捗
状況

　他市町村の広報番組実施状況
を調査した。

　町広報番組「しまもとプラザ」については、
効果検証を行い、令和２年３月をもって終了し
た。
（新たな広報媒体として、R2年度からＬＩＮ
Ｅ活用を開始）

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　３歳児以上の保育士配置基準
を国基準に見直した際の課題に
ついて、私立保育園とのヒアリ
ングを実施するなど、見直しに
向けた検討を行った。

　国基準への見直しに係る課題と効果につい
て、引き続き検討を行った。

　待機児童や保育士不足に対応するため、町独
自の保育士配置基準について、一部の年齢児を
対象に引き続き見直しを検討する。

⑧

町保育士配
置基準の見
直し

　待機児童や保育士不足に
対応するため、町独自の保
育士配置基準について、一
部の年齢児を対象に見直し
を検討します。

子育て支援課

⑦

広報媒体の
見直し(町
広報番組の
あり方検
討)

　番組内容を見直し、平成
29年度から事業費を削減
しており、今後その効果の
検証を行いながら、町広報
番組のあり方を検討しま
す。 ｺﾐｭﾆﾃｨ推進課

窓口業務の
効率化

　業務の効率化やサービス
向上を目的として、窓口業
務の委託や統合等について
調査・検討を行います。 政策企画課

業務所管課
⑥

④

会議の見直
し

　各種審議会・会議につい
て、役割や必要性を検証
し、内容が類似しているも
の、必要性が低下している
もの等は、整理・統合、開
催頻度や委員数の見直しな
どを検討します。

会議所管課
政策企画課

相談事業の
見直し

　各種相談事業について、
役割や必要性を検証し、類
似しているもの、相談ニー
ズが低下しているもの等
は、整理・統合、事業内容
の見直しなどを検討しま
す。

事業所管課
政策企画課

⑤

推進項目 実施内容 担当課
項目
番号

年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 検討 検討

進捗
状況

　庁舎及び施設等で使用する電
力（高圧・低圧）・ガス供給事
業者の見直しを行い、電気・ガ
スの使用料の節減を図った。

　環境に配慮した発電方法を利用した小売電気
事業者からの調達も視野に入れて精査をするた
め、現行契約を延長している。

　環境に配慮した発電方法を利用した電力の調
達等も考慮した上で精査し、令和2年度中に電
力・ガス供給事業者の選定を行う予定としてい
る。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　「ごみ分別アプリ」および使
用済小型家電リサイクル事業を
導入した。

　「ごみ分別アプリ」の利用促進および使用済
小型家電リサイクル事業を実施した。

　引き続き、「ごみ分別アプリ」の利用促進お
よび使用済小型家電リサイクル事業を推進し、
ごみの分別の徹底とごみ排出量の抑制を図る。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 検討 検討

進捗
状況

　平成29年度末で町のマイクロ
バスを廃止し、平成30年度より
必要時に民間事業者のバスを借
り上げることとした。
　また、マイクロバスについて
は、売却した。

【削減額】3,105,595円
【売却額】　360,000円

－ －

その他の事
務事業の見
直し

　その他、効果的な費用の
投入を図るため、事務事業
の見直し・改善に努めま
す。

庁内全課⑪

⑩

ごみの減量
化

　ごみアプリの導入、小型
家電リサイクル等の取組を
推進することで、ごみの分
別を徹底するとともに、ご
み排出量を抑制し、ごみ処
理費の削減を図ります。

環境課

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

⑨

項目
番号

効率的な電
力・ガスの
調達

　庁舎・施設等で使用する
電力・ガスの供給事業者を
定期的に見直すことで、電
気・ガス使用料の節減を図
ります。 総務・債権管理

課
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２　持続可能な財政運営の推進

　(1)　町税などの安定的確保

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　島本町債権の管理に関する条
例に基づき、当該年度の徴収計
画及び前年度の実施状況を策定
し、督促、催告等の回収事務を
適正に行うことにより、徴収率
の向上に努めた。

　島本町債権の管理に関する条例に基づき、当
該年度の徴収計画及び前年度の実施状況を策定
し、債権の適正な管理を行った。

　引き続き、徴収計画等に基づき徴収率の向上
に努める。

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 一部実施 一部実施

進捗
状況

　水道料金について、納付の利
便性向上のため、LINEPay導入
の検討を行った。
　また、各種公金の納付方法に
ついてそれぞれ検討を行った。

　水道料金について、利便性向上のため
LINEPayを導入した。
　その他の各種公金の納付方法についても、費
用対効果等の検討を行った。

　引き続き、多様な公金納付方法について、検
討を進める。

　(2)　多様な手法による財源確保

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　事業者応援型とクラウドファ
ンディング型でふるさと納税制
度を実施した。

【町内事業者応援型】
　３６件　478,002円
【クラウドファンディング型】
　　８件　50,000円

　事業者応援型とクラウドファンディング型で
ふるさと納税制度を実施した。

【町内事業者応援型】
　148件　 4,695,519円
【クラウドファンディング型】
　　34件　　127,000円

　事業者応援型とクラウドファンディング型で
ふるさと納税制度を実施する。
　事業者応援型の返礼品や、クラウドファン
ディングの取組内容の充実を図る。①

ふるさと納
税の充実

  事業目的を特定して寄附
者を募る「クラウドファン
ディング」の手法を活用す
るなど、ふるさと納税制度
の充実を図ります。

にぎわい創造課

推進項目 実施内容 担当課

多様な公金
納付方法の
導入

　納付の利便性向上のた
め、多様な公金納付方法
（クレジットカード決済、
コンビニ納付等）につい
て、費用対効果を踏まえて
導入を検討します。(コン
ビニ納付については一部で
実施中)

債権所管課②

項目
番号

年　度　計　画

①

推進項目 実施内容 担当課

町税・国民
健康保険料
などの安定
確保

　自主財源の安定確保に向
け、債権の管理に関する条
例に基づき毎年度徴収計画
を策定し、徴収率の向上な
ど適正な債権管理に努めま
す。

【主な債権】 町税、保育
料等(保育所・幼稚園・学
童保育室)、し尿処理手数
料、生活保護法78条徴収
金・63条返還金、町営住
宅(使用料・駐車場使用
料・共益費)、奨学貸付金
返還収入、保険料(国民健
康保険・後期高齢者医療・
介護保険)、水道料金・下

債権所管課

項目
番号

年　度　計　画
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 検討

進捗
状況

　島本町開発行為等における子
育て支援協力金に関する要綱に
基づき、「高浜地区集合住宅」
及び「百山地区集合住宅」に係
る建設事業の完了に伴い、開発
事業主から寄附を受けた。

【寄付金額】11,000,000円

　島本町開発行為等における子育て支援協力金
に関する要綱に基づき、「百山地区戸建住宅」
及び「水無瀬地区集合住宅」に係る建設事業の
完了に伴い、開発事業主から寄附を受けた。

【寄付金額】3,240,000円

　本年度は、対象となる住宅開発の予定なし。
　対象となる住宅開発の予定が判明した場合
は、その開発事業者と協力金の寄附について協
議していく。

計画 検討・実施 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討・実施 検討 検討

進捗
状況

　ホームページや広報誌、庁舎
案内板等への有料広告の掲載を
引き続き実施し、広告料の収入
を得た。
　また、他の広告媒体の活用に
ついて他市町村の取組事例を調
査・研究した。

【広告収入】725,800円

　ホームページや庁舎案内板等への広告掲載を
継続して実施した。
　また、新たな広告媒体の活用事例について、
他市町村の取組に係る情報収集を進めた。

　引き続き、ホームページ等への広告掲載を実
施する。
　また、新たな広告媒体の活用事例について、
他市町村の取組に係る情報収集を進め、具体的
な検討を行う。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　国の補正予算等の有利な起債
や補助金を積極的に活用し、事
業を行った。

　国の補正予算等の有利な起債や補助金を積極
的に活用し、事業を行った。

　引き続き、国の補正予算等の有利な起債や補
助金を積極的に活用し、事業を行う。

　(3)　企業立地の促進

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　企業立地奨励金の交付制度を
継続した。

　企業立地奨励金の交付制度を継続した。 　企業立地奨励金の交付制度を継続する。

　(4)　公営企業会計・特別会計の健全運営

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　財政計画等に基づき、健全な
財政運営を行った。

　財政計画に基づき、健全な財政運営に努め
た。

　定期的に財政計画等を作成し、健全な財政運
営に努める。

水道事業会
計の健全運
営

　定期的に財政計画等を作
成し、健全な財政運営に努
めます。

業務課

年　度　計　画

①

項目
番号

推進項目 実施内容 担当課

項目
番号

年　度　計　画

①

推進項目 実施内容 担当課

企業立地に
向けた取組

　企業立地奨励金の交付制
度を継続するとともに、大
阪府等の関係機関と連携し
た取組を進めます。 にぎわい創造課

広報媒体な
どを活用し
た収入の確
保

　ホームページや広報誌等
の有料広告を継続するとと
もに、新たな広告媒体等の
調査・研究を行います。

ｺﾐｭﾆﾃｨ推進課
住民課
政策企画課

④

③

特定財源の
確保

　各種事業の実施に係る特
定財源の把握と確保に努め
ます。

財政課
庁内全課

推進項目 実施内容 担当課
年　度　計　画

②

項目
番号

子育て支援
協力金の取
組

　対象となる住宅開発に対
して、継続して事業者と交
渉するとともに、協力金の
有効な使途について検討し
ます。

子育て支援課
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 実施

進捗
状況

　平成３１年４月１日から地方
公営企業法の適用をするため、
条例改正等を行った。

　平成３１年４月１日から公共下水道事業に地
方公営企業法の財務規定等を適用した。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　国民健康保険、後期高齢者医
療保険において、健診等保健事
業を実施するとともに、広報及
び被保険者全体への通知文書に
啓発冊子等を封入した。
　介護保険においては、ケアプ
ランセンターの実地指導、住宅
改修の事後点検、給付実績の縦
覧点検を実施した。

　国民健康保険及び後期高齢者医療保険におい
ては、健診等の保健事業を実施するとともに、
広報及び被保険者全体への通知文書に啓発冊子
等を封入した。
　介護保険においては、ケアプラン点検や住宅
改修の事後点検、給付実績の縦覧点検を実施し
た。

　継続して事業を実施する。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 検討 検討

進捗
状況

　平成29年度に引き続き、予算
編成時において公共下水道事業
特別会計への繰出金を5,000万
円減額した。

　引き続き、下水道事業の法適用を踏まえて、
基準外繰出しの見直しを行うこととした。

　引き続き、下水道事業の法適用を踏まえて、
基準外繰出しの見直しを行う。

　(5)　受益者負担の適正化

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　利用状況等から、現状の減免
基準を維持することとした。

　第四保育所の移転に伴い、ふれあいセンター
使用料の変更を行った。

　各施設の利用状況等を勘案しながら、使用
料、減免基準等の見直しについて検討を行う。

　(6)　保有資産の有効活用

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　町有地を駐車場等として、貸
付を行った。

【１１件　3,350,471円】

　町有地を駐車場等として、貸付を行った。

【１２件　3,363,771円】

　駐車場等としての貸付けを引き続き行うとと
もに、必要に応じて適宜貸付けを行う。

遊休地など
の貸付

　当面の利用予定がない遊
休地等については貸付を行
い、収入の確保に努めま
す。

総務・債権管理
課
資産所管課

①

施設使用料
及び減免基
準などの見
直し

　住民負担の公平性と受益
者負担の原則に基づき、使
用料・手数料や減免基準の
見直し等を進めます。 施設所管課

事業所管課

項目
番号

年　度　計　画

①

推進項目 実施内容 担当課

項目
番号

年　度　計　画

④

推進項目 実施内容 担当課

その他特別
会計の健全
運営

　国民健康保険・介護保
険・後期高齢者医療保険の
各特別会計における給付の
適正化を図ります。

保険課③

基準外繰出
しの抑制

　運営の効率化等により基
準外繰出しの抑制を図りま
す。

財政課
各会計所管課

推進項目 実施内容 担当課
項目
番号

年　度　計　画

②

公共下水道
事業の企業
会計への移
行

　経営、資産等の正確な把
握による経営管理を向上さ
せるため、公営企業会計へ
の移行を進めます。

業務課
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進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　広瀬二丁目地内の土地（普通
財産）を一般競争入札により売
却するとともに、公用廃止した
水無瀬二丁目地内の土地を売却
した。

【売却額　13,483,001円】

　公用廃止した江川一丁目地内の土地を売却し
た。

【売却額　564,500円】

　必要に応じて適宜売却する。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　他市町村等の取組について、
研究を進めた。

　設置に適した施設をリストアップするなどの
検討を進めた。

　効果検証の上、導入の是非を判断する。

計画 検討 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

　他市町村等の取組について、
研究を進めた。

　他市町村等の取組について、研究を進めた。 　引き続き、他市町村の事例の研究や、効果検
証、課題整理を進めていく。

　(7)　公債費負担の平準化

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　交付税措置のある起債等を積
極的に活用し、後年度の財政負
担を軽減している。

　交付税措置のある起債等を積極的に活用し、
後年度の財政負担を軽減している。

　引き続き、交付税措置のある起債等を積極的
に活用し、後年度の財政負担を軽減する。

　(8)　財務情報の公表

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　広報等で、予算・決算等の情
報を公表した。

　広報等で予算・決算等の情報を公表した。 　引き続き、広報等で予算・決算等の情報を公
表する。

財務情報の
公表

　予算・決算、その他の財
政状況等の情報をわかりや
すく公表します。

財政課

推進項目 実施内容 担当課

①

公債費負担
の平準化

　建設事業の年度重複を避
けるなど、計画的な起債発
行により、財政負担の平準
化を図ります。 財政課

項目
番号

年　度　計　画

①

駐車場の有
料化

　各施設の駐車場につい
て、長時間利用の抑制や資
産の有効活用等の観点か
ら、有料化に向けた検討を
行います。

政策企画課
資産所管課

項目
番号

年　度　計　画

④

推進項目 実施内容 担当課

遊休地など
の売却

　将来にわたり利用予定が
見込まれない遊休地等につ
いては、売却を検討しま
す。
　なお、若山台調整池につ
いては、近年の気象の変化
や治水対策の状況を踏まえ
て、慎重に今後のあり方を
検討します。

総務・債権管理
課
資産所管課

③

②

町施設を活
用した太陽
光発電シス
テム設置

　町施設の屋根や屋上等を
太陽光発電事業者に貸し出
し、使用料収入を得る事業
の実施を検討します。

政策企画課
環境課
資産所管課

項目
番号

年　度　計　画
推進項目 実施内容 担当課

12



３　人材の育成と組織基盤の強化

　(1)　人材の育成と改革意識の醸成

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　人事評価結果を昇任試験、昇
給、勤勉手当などに反映すると
ともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。

　人事評価結果を昇任試験、昇給、勤勉手当な
どに反映するとともに、評価及び面談等を通じ
職員の能力開発などに努めた。
　また、これまでの運用実績を踏まえ、実施要
領の一部改定を検討した。

　これまでの運用実績を踏まえ、実施要領の一
部を改定（コスト意識の高揚等を目的とする評
価着眼点の一部改定等）。
　引き続き、運用上の改善を重ねながら、より
納得性の高い制度を構築していく。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　研修計画に基づき、階層別研
修や派遣研修などを実施し、職
員の資質・能力の向上に努め
た。

　研修計画に基づき、階層別研修や派遣研修な
どを実施し、職員の資質・能力の向上に努め
た。

　引き続き、職員一人ひとりが意欲を持ち、能
力を最大限発揮することができよう、効率的・
効果的な研修の実施に努める。（ただし、新型
コロナウイルス感染症の影響で、一部延期・縮
小している。）

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 検討

進捗
状況

　職員に提案の募集をかけ、１
２件の提案を受け、２件の提案
が採用された。
　また、より本制度を効率的に
運用するため、他市町村の運用
等を研究した。

　職員に提案の募集をかけ、11件の提案を受
け、２件の提案が採用された。

　新型コロナウイルスに係る対応等による影響
を鑑み、審査などの制度運営に係る職員の業務
負担の軽減のため、提案の募集に係る周知は行
わない。
　引き続き、制度の見直しを検討する。

　(2)　機能的な組織体制の構築

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 一部実施 一部実施 一部実施

進捗
状況

　効率的な事務執行のため、健
康福祉部内で組織の一部見直し
（保険課・住民課）を行った
（H30.4）。

　町立保育所のマネジメント体制強化のため、
新たに副所長職を設置した（H31.4）。

　効率的な事務執行のため、教育こども部内で
組織の一部見直し（教育総務課・子育て支援
課）を行うとともに（R2.4）、新型コロナ対
応として臨時的に特別定額給付金チームを設置
した（R2.5）。
　引き続き、行政課題の変化など必要に応じ、
組織の見直しを図る。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　教育委員会など一部部局に係
る業務量の増加などを踏まえ、
「職員定数条例」の改正を行っ
た。（H30.4定員管理人員数：
264人）

　改正「職員定数条例」を施行し、定数の見直
しを図った（H31.4）。
（H31.4定員管理人員数：267人）
　臨時・非常勤職員制度の改正に伴い、会計年
度任用職員制度の導入に向け準備を進めた。

　職員数の適正規模を維持しながら、計画的な
職員採用に努める。
（R2.4定員管理人員数：265人）
　また、臨時・非常勤職員制度の改正に伴い、
会計年度任用職員制度の運用を開始した
（R2.4）。

行政組織の
見直し

　行政課題や社会経済情勢
の変化に応じて、適宜、組
織の見直しを行います。

人事課

②

①

適正な定員
管理

　各種施策や事業に応じた
増員・減員に対応しつつ、
民間活力の活用、再任用職
員や臨時・非常勤職員など
の活用を図りながら、職員
定数の適正な管理を行いま
す。

人事課

事務改善提
案制度の活
用

  職員が常に改善意識を
持って考え、さまざまなア
イデアが効率化やサービス
向上に反映されるよう、提
案制度を活用します。ま
た、より効果的に事務改善
が図れるよう、制度の見直
しを検討します。

政策企画課

項目
番号

年　度　計　画

③

推進項目 実施内容 担当課

人事評価制
度の活用

　人事評価の結果を、昇任
昇格や人事異動、昇給や勤
勉手当などに反映するとと
もに、職員の能力開発やス
キルアップにつなげます。

人事課

②

①

職員研修の
効果的実施

　階層別研修や派遣研修の
充実・強化により、職員一
人ひとりの意識改革と、資
質や能力のさらなる向上を
進めます。

人事課

項目
番号

年　度　計　画
推進項目 実施内容 担当課
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　(3)　働き方改革への対応

進捗 Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（予定） Ｒ３ Ｒ４

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 検討 検討 検討

進捗
状況

－

　災害時の情報発信を効率的に実施するため、
災害広報マニュアルを作成した。

　新型コロナウイルス感染症対応業務に最優先
で取り組むため、不急業務の休止・延期等を実
施。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
実績 実施 実施 実施

進捗
状況

　時間外勤務命令の上限などを
定めるため、「職員の勤務時
間、休暇等に関する条例」及び
同施行規則の改正を行った。
（月平均時間数：21時間）

　「時間外勤務の適正化方針」に基づき、定時
退庁日の推進などにより、時間外勤務の縮減に
努めた。
（月平均時間数：17時間）

　引き続き、職員の健康保持や効率的な業務遂
行の観点から、時間外勤務の適正化に努める。

計画 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

実績 検討 検討 検討

進捗
状況

－

　４月からボランティア情報センターを移転
し、機能をふれあいセンターから役場本庁に統
合した。
　新型コロナウイルス感染症対策として、時差
出勤制度等を導入した。

　引き続き、時差出勤等を実施。

時間外勤務
の適正化

　事務執行にあたり、適正
な進行管理及び時間外勤務
の必要性と実績の確認を行
うとともに、適宜、職務分
担や事務事業の見直しを行
いながら、時間外勤務の縮
減に努めます。

人事課
庁内全課

③

②

その他の取
組

　その他、働く環境の整備
や事務事業の統廃合、職員
の意識改革に取り組みま
す。 庁内全課

項目
番号

年　度　計　画

①

推進項目 実施内容 担当課

業務効率化
への取組

　業務や情報の共有化・マ
ニュアル化や事務フローの
見直しを徹底し、事務の簡
素化、省力化を進めるとと
もに、業務の効率化を図り
ます。

庁内全課
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